
　

年
度
末
を
控
え
、

一
年
間
の
仕
事
の

最
終
段
階
と
と
も

に
、
来
年
度
に
向

け
た
準
備
も
並
行

し
て
行
う
せ
わ
し

な
い
時
期
と
な
っ

た
。
コ
ロ
ナ
禍
に

加
え
、
例
年
よ
り

寒
い
冬
が
続
く
。
体
調
管
理
に

気
を
遣
い
、
何
と
か
乗
り
越
え

よ
う
▼
コ
ロ
ナ
禍
が
長
期
化
し
、

「
柔
軟
な
働
き
方
の
推
進
」
が

官
民
問
わ
ず
叫
ば
れ
、
私
た
ち

の
働
き
方
も
大
き
な
影
響
を
受

け
て
い
る
。
し
か
し
「
柔
軟
な

働
き
方
」
の
み
に
着
目
し
、

職
場
実
態
が
置
き
去
り
に
さ
れ

る
の
は
本
末
転
倒
。
多
く
の
仕

事
が
同
僚
と
チ
ー
ム
で
進
め
る

業
務
や
、
県
民
・
業
者
な
ど
と

の
外
部
と
の
調
整
を
要
す
る
。

と
り
わ
け
公
務
運
営
は
住
民
サ

ー
ビ
ス
に
直
結
す
る
た
め
、

水
準
低
下
は
許
さ
れ
な
い
▼
コ

ロ
ナ
禍
で
保
健
所
を
は
じ
め
公

務
運
営
の
体
制
が
脆
弱
で
あ
る

こ
と
が
露
呈
し
、
体
制
強
化
は

喫
緊
の
課
題
だ
。
さ
ら
に
東
日

本
大
震
災
か
ら
10
年
を
迎
え
る
。

個
々
の
「
柔
軟
な
働
き
方
」
は

尊
重
す
べ
き
だ
が
、
公
務
運
営

が
維
持
で
き
る
職
場
体
制
の
確

保
が
優
先
さ
れ
る
べ
き
と
い
え

る
▼
東
日
本
大
震
災
か
ら
10
年

の
節
目
を
迎
え
る
。
公
務
運
営

の
在
り
方
が
問
わ
れ
た
10
年
間

の
教
訓
を
振
り
返
り
、
公
務
運

営
が
十
分
に
維
持
で
き
る
職
場

体
制
を
求
め
、
改
め
て
職
場
実

態
か
ら
人
員
確
保
要
求
を
進
め

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

　

２
月
６
日
、
自
治
労
県
本
部

主
催
の
新
採
用
加
入
対
策
会
議

が
エ
ス
ポ
ワ
ー
ル
い
わ
て
で
開

催
さ
れ
、
県
職
労
か
ら
支
部
・

青
年
婦
人
部
組
合
員
を
中
心
に

46
人
が
参
加
し
た
。

　

熊
本
県
職
労
と
全
道
庁
（
北

海
道
）
の
新
採
用
加
入
促
進
の

取
り
組
み
を
Ｗ
Ｅ
Ｂ
で
共
有
し

た
。
熊
本
県
職
労
か
ら
は
、
新

採
用
職
員
の
傾
向
と
し
て
、「
組

織
に
頼
ら
ず
自
分
で
解
決
し
よ

う
と
す
る
、
人
付
き
合
い
に
あ

ま
り
期
待
し
て
い
な
い
」
を
踏

ま
え
、「
自
分
が
新
採
用
だ
っ

た
時
に
ど
う
声
を
か
け
ら
れ
た

ら
よ
い
か
考
え
、
組
合
が
自
分

と
関
係
し
て
い
る
こ
と
を
イ
ン

パ
ク
ト
重
視
で
伝
え
る
」、「
組

合
費
へ
の
納
得
感
を
伝
え
る
」

事
例
を
紹
介
し
た
。
全
道
庁
か

ら
は
、「
組
合
の
必
要
性
や
加

入
の
意
義
を
自
分
の
言
葉
で
伝

え
る
」、「
仲
間
と
共
有
し
、
一

人
で
頑
張
ら
な
い
仕
組
み
を
作

る
」、「
楽
し
く
取
り
組
む
」
こ

と
の
大
切
さ
を
伝
え
た
。

　

参
加
者
か
ら
「
実
際
に
声
掛

け
す
る
事
例
を
示
し
て
欲
し

い
」、「
青
年
組
合
員
が
主
体
的

に
活
動
で
き
る
仕
組
み
を
ど
う

進
め
る
か
」
の
問
い
に
、
熊
本

県
職
・
全
道
庁
か
ら
「
ま
ず
職

　

２
月
３
日
、
現
業
評
議
会
は

来
年
度
の
振
興
局
土
木
部
の
運

転
技
士
の
補
充
に
向
け
て
村
上

人
事
課
長
と
再
交
渉
を
行
っ
た
。

【
交
渉
概
要
】

　

当
局
は
「
現
時
点
で
振
興
局

土
木
部
の
運
転
技
士
の
正
規
職

員
の
新
規
補
充
の
結
論
に
至
っ

て
い
な
い
」
、
「
振
興
局
土
木

部
の
運
転
業
務
の
在
り
方
・
将

来
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
を
県
土
整
備

部
と
継
続
協
議
中
。
で
き
る
限

り
速
や
か
に
策
定
で
き
る
よ
う

努
め
る
」
と
の
回
答
に
終
始
し

た
。
そ
の
う
え
で
、
「
暫
定
的

な
取
り
扱
い
と
し
て
会
計
年
度

　

１
月
21
日
、
地
方
公
務
員
共

闘
会
議
は
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ

ム
制
拡
充
の
提
案
交
渉
に
お
い

て
当
局
に
対
し
、
公
務
運
営
へ

の
支
障
や
職
員
負
担
が
増
す
等

の
課
題
を
追
及
し
た
。当
局
は
、

制
度
導
入
に
よ
る
職
員
体
制
の

拡
充
は
必
ず
し
も
必
要
な
い
こ

と
や
導
入
時
の
課
題
改
善
は
所

属
長
に
責
任
が
あ
る
と
の
不
誠

実
な
回
答
に
終
始
し
た
た
め
、

制
度
上
の
課
題
等
に
対
す
る
真

摯
な
回
答
が
得
ら
れ
な
い
と
し

て
再
考
を
求
め
て
い
た
。

　

提
案
を
受
け
、
県
職
労
で
は

職
場
へ
の
影
響
や
課
題
な
ど
、

各
支
部
か
ら
意
見
を
集
約
し
た
。

そ
の
結
果
、
庶
務
の
業
務
量
の

増
大
、
公
務
運
営
上
支
障
が
な

い
と
す
る
判
断
基
準
が
不
明
確

な
ど
と
い
っ
た
意
見
が
多
く
寄

せ
ら
れ
た
。
１
月
23
日
（
土
）、

第
３
回
拡
大
中
央
闘
争
委
員
会

を
開
催
し
、
各
支
部
意
見
を
踏

ま
え
、
現
職
場
体
制
で
は
公
務

運
営
に
支
障
が
生
じ
る
こ
と
、

４
月
１
日
施
行
と
す
る
制
度
拡

充
は
十
分
な
周
知
も
さ
れ
て
お

ら
ず
、
職
場
で
の
混
乱
は
避
け

ら
れ
な
い
こ
と
な
ど
か
ら
拙
速

で
あ
り
、
拡
充
は
受
け
入
れ
ら

れ
な
い
こ
と
を
全
体
で
確
認
し

た
。
地
公
共
闘
を
通
じ
て
、
当

局
に
対
し
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制
の
拡
充
提
案
の
撤
回
を
あ
ら

た
め
て
強
く
求
め
て
き
た
。

　

そ
の
結
果
、
１
月
29
日
予
定

さ
れ
た
総
務
部
長
交
渉
が
中
止

と
な
り
、
村
上
人
事
課
長
か
ら

地
公
共
闘
金
田
一
議
長
に
対

し
、
現
段
階
で
は
組
合
側
の
理

解
が
得
ら
れ
て
な
い
と
し
、
２

月
議
会
定
例
会
で
の
提
案
を
見

送
る
と
の
説
明
が
さ
れ
た
。
こ

の
結
果
、
２
月
議
会
提
案
を
回

避
を
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
た
。

　

し
か
し
、
当
局
は
フ
レ
ッ
ク

ス
タ
イ
ム
制
の
導
入
姿
勢
を
崩

し
て
お
ら
ず
、
次
年
度
に
再
度

条
例
提
案
す
る
考
え
で
あ
る
こ

と
か
ら
、
県
職
労
は
、
地
公
共

闘
に
結
集
し
引
き
続
き
取
組

み
を
強
化
し
て
い
く
。

新
採
用
の
立
場
で
職
場
か
ら
丁
寧
な
取
り
組
み
を

２
・
６
新
採
用
加
入
対
策
会
議

２
・
３
現
業
評
・
人
事
課
長
交
渉

（
土
木
部
運
転
技
士
課
題
）

新
規
補
充
前
提
の
配
置
ビ
ジ
ョ
ン
強
く
求
め
る

運
転
技
士
・
新
規
補
充
示
さ
ず

運
転
技
士
・
新
規
補
充
示
さ
ず

▲熊本県職労と全道庁の取り組みをWEBで共有した新採用加入対策会議▲熊本県職労と全道庁の取り組みをWEBで共有した新採用加入対策会議

▲県職労新採用加入対策会議（青年婦人部グループ）のようす▲県職労新採用加入対策会議（青年婦人部グループ）のようす

▲県職労新採用加入対策会議（支部役員グループ）のようす▲県職労新採用加入対策会議（支部役員グループ）のようす

▲再交渉に臨む現業評交渉団▲再交渉に臨む現業評交渉団

▲回答する村上人事課長▲回答する村上人事課長

任
用
職
員
の
任
用
協
議
が
あ
れ

ば
そ
れ
に
応
じ
る
」
と
し
た
。

　

現
業
評
交
渉
団
は
、
「
運
転

業
務
に
加
え
、
災
害
対
応
や
、

コ
ロ
ナ
対
策
で
の
応
援
体
制
な

ど
の
要
請
を
受
け
る
。
公
務
運

営
維
持
の
た
め
に
も
新
規
の
運

転
技
士
の
配
置
を
前
提
と
す
べ

き
」
と
し
、
再
考
を
強
く
求
め
た
。

　

村
上
人
事
課
長
は
、
「
個
人

的
見
解
だ
が
、
振
興
局
土
木
部

の
正
規
の
職
員
配
置
が
不
要
と

考
え
て
い
な
い
。
ビ
ジ
ョ
ン
が

策
定
さ
れ
、
新
規
補
充
が
必
要

と
の
判
断
の
際
に
は
募
集
も
あ

り
得
る
」
と
釈
明
し
た
。

【
今
後
の
取
り
組
み
方
針
】

　

現
業
評
は
当
局
回
答
へ
の
遺

憾
を
表
明
の
う
え
、
正
規
運
転

技
士
配
置
を
前
提
と
し
た
ビ
ジ

ョ
ン
の
早
期
策
定
と
補
充
を
求

め
た
。
当
局
姿
勢
は
容
認
で
き

な
い
。
補
充
実
現
に
向
け
取
り

組
み
を
強
化
し
て
い
く
。

場
の
知
っ
て
い
る
組
合
員
に
声

掛
け
し
て
、
職
場
と
組
合
が
関

係
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
な
が

ら
、
新
採
用
に
声
掛
け
す
る
」、

「
気
軽
に
参
加
で
き
る
青
年
部

活
動
を
展
開
す
る
こ
と
が
次
の

役
員
の
掘
り
起
こ
し
に
つ
な
が

る
」
等
の
助
言
を
受
け
た
。

意
識
を
も
っ
て
一
声
を
か
け
き

る
、
そ
の
た
め
に
も
カ
ル
テ
の

活
用
を
」、「
支
部
役
員
と
支
部

青
年
婦
人
部
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
持
ち
、
取
り
組
み
を

共
有
す
る
こ
と
」
が
挙
が
っ
た
。

　

青
年
婦
人
部
グ
ル
ー
プ
で
は

「
自
己
実
現
に
向
け
た
学
習
と

友
達
感
覚
で
自
分
が
や
り
た
い

も
の
を
楽
し
め
る
機
会
を
。
一

年
間
の
計
画
を
立
て
て
示
す
こ

と
も
必
要
」、「
組
合
の
説
明
は

回
数
を
重
ね
る
、
組
合
を
身
近

に
感
じ
て
も
ら
う
た
め
、
書
記

局
に
誘
い
、
一
緒
に
学
習
を
進

め
る
」
等
の
意
見
が
挙
が
っ
た
。

　

大
﨑
委
員
長
か
ら
「
職
場
の

組
合
員
を
巻
き
込
み
な
が
ら
新

採
用
へ
の
声
掛
け
を
行
う
の
が

大
事
。
楽
し
み
な
が
ら
仲
間
づ

く
り
を
進
め
、
一
緒
に
よ
り
よ

い
職
場
を
作
っ
て
い
こ
う
」
と

締
め
く
く
り
、
加
入
促
進
に
向

け
意
思
統
一
を
は
か
っ
た
。

　

県
職
労
新
採
用
加
入
対
策
会

議
で
は
、
２
０
２
１
年
度
用
の

紹
介
Ｄ
Ｖ
Ｄ
の
視
聴
と
新
採
用

加
入
促
進
会
議
の
実
施
を
提
起

し
、
そ
の
後
支
部
役
員
と
青
年

婦
人
部
に
分
か
れ
グ
ル
ー
プ
討

論
を
進
め
た
。

　

支
部
役
員
グ
ル
ー
プ
で
は
、

「
一
方
的
な
声
掛
け
に
終
始
し

て
し
ま
い
が
ち
。
新
採
用
の
話

を
聞
く
機
会
を
持
つ
こ
と
も
大

事
」、「
入
っ
て
欲
し
い
と
い
う

新
採
用
加
入
は
仲
間
と
「
楽
し
く
」
「
根
気
強
く
」

自
信
を
も
っ
て
加
入
促
進
に
取
り
組
も
う
==

支
部
と
青
年
婦
人
部
と
の
連
携
も==

「
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
」
拡
充
一
旦
見
送
り

職
場
の
意
見
通
じ
４
月
１
日
施
行
を
回
避

２月提案回避
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【
来
年
度
の
組
織
定
数
】

　

２
月
８
日
、
当
局
は
２
０
２

１
年
度
の
組
織
体
制
の
概
要
を

公
表
。
来
年
度
当
初
の
知
事
部

局
職
員
数
は
昨
年
度
よ
り
40
人

減
の
４
，４
２
０
人
規
模
と
し
、

マ
ン
パ
ワ
ー
確
保
の
た
め
、
他

県
に
職
員
派
遣
を
13
人
要
請
し

て
い
る
と
し
た
。
東
日
本
大
震

災
の
復
興
定
数
は
事
業
進
捗
を

踏
ま
え
90
人
減
（
定
数
：
１
３

７
人
）
と
し
、
台
風
災
害
対
応

と
し
て
沿
岸
局
土
木
部
、
宮
古

土
木
セ
ン
タ
ー
、
岩
泉
土
木
セ

ン
タ
ー
及
び
県
北
局
土
木
部
の

体
制
強
化
を
継
続
と
し
た
。

【
新
組
織
体
制
の
課
題
】

ア
）
定
数
等
管
理
の
課
題

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

業
務
の
進
捗
を
踏
ま
え
、
震
災

復
興
定
数
を
90
人
減
と
し
た
結

果
、
総
体
で
40
人
程
度
の
定
数

減
と
な
っ
て
お
り
、
そ
の
差
の

50
人
が
震
災
以
外
に
係
る
定
数

調
整
の
枠
と
い
え
る
。
し
か
し
、

コ
ロ
ナ
感
染
症
対
策
な
ど
で
各

分
野
に
お
い
て
業
務
量
が
大
幅

に
増
加
す
る
中
に
あ
っ
て
、
定

数
上
も
不
足
し
て
い
る
こ
と
は

明
ら
か
。
さ
ら
に
、
復
興
定
数

は
大
幅
に
削
減
さ
れ
て
い
る
も

の
の
、
復
興
関
連
業
務
は
継
続

す
る
ほ
か
、
非
常
災
害
時
を
見

据
え
た
体
制
確
保
の
観
点
が
欠

如
し
て
い
る
。
東
日
本
大
震
災

を
は
じ
め
、
諸
災
害
や
今
般
の

コ
ロ
ナ
禍
の
教
訓
を
踏
ま
え
た

公
務
運
営
確
保
の
観
点
か
ら
も

極
め
て
不
十
分
な
体
制
と
言
わ

ざ
る
を
得
な
い
。

イ
）
人
員
不
足
・
対
応
不
十
分

　

各
職
場
で
は
恒
常
的
に
人
員

が
不
足
し
、
業
務
過
多
が
続
く

な
か
、
現
場
の
人
が
足
り
な
い

と
い
う
実
態
改
善
と
は
程
遠
い
。

さ
ら
に
、
欠
員
や
恒
常
的
な
人

員
不
足
の
解
消
見
通
し
は
示
さ

れ
て
お
ら
ず
、
人
員
確
保
闘
争

で
当
局
姿
勢
を
質
し
、
現
場
実

態
を
踏
ま
え
た
増
員
要
求
を
強

化
す
る
必
要
が
あ
る
。

ウ
）
組
織
再
編
上
の
課
題

　

広
域
振
興
局
に
お
け
る
入
札

事
務
の
移
管
は
課
題
山
積
と
言

わ
ざ
る
を
得
な
い
。
こ
れ
ま
で

の
間
、
入
札
や
経
理
事
務
に
精

通
す
る
職
員
が
減
少
し
て
お
り
、

各
公
所
で
は
従
前
の
業
務
執
行

体
制
の
確
保
自
体
も
相
当
厳
し

い
と
の
意
見
が
挙
げ
ら
れ
て
い

る
。
移
管
先
の
審
査
指
導
監
は

も
と
よ
り
、
経
理
事
務
を
引
き

続
き
担
う
広
域
局
経
営
企
画
部

等
で
職
場
体
制
が
し
っ
か
り
確

保
で
き
る
よ
う
、
再
編
後
の
課

題
を
検
証
し
、
改
善
さ
せ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

【
今
後
の
取
り
組
み
】

　

県
職
労
は
３
月
６
日
の
第
１

２
５
回
臨
時
大
会
で
春
闘
要
求

方
針
を
確
立
し
、
３
月
上
旬
に

人
事
課
長
交
渉
を
行
う
こ
と
に

し
て
い
る
。
来
年
度
の
組
織
・

職
員
体
制
を
質
し
、
欠
員
解
消

策
と
業
務
量
に
応
じ
た
人
員
配

置
等
を
粘
り
強
く
要
求
し
、
改

善
を
求
め
て
い
く
。
春
闘
へ
の

結
集
を
改
め
て
お
願
い
す
る
。 

県当局・来年度組織体制示す
現場実態踏まえた増員とは程遠く

2021春闘で改善求める

％
（
▲
６・29
）。「
変
わ
ら
な
い
」

65
・
７
％
と
な
っ
た
。
依
然
と

し
て
生
活
面
で
の
改
善
は
好
転

し
て
い
な
い
こ
と
は
明
ら
か
。

２
０
２
１
春
闘
で
は
生
活
防
衛

の
観
点
か
ら
全
世
代
が
実
感
で

き
る
賃
金
水
準
維
持
・
改
善
は

不
可
欠
。
県
職
労
で
は
、
県
本

部
同
様
の
１
３
，０
０
０
円
以
上

の
賃
上
げ
を
要
求
し
て
い
く
。

　

職
場
実
態
で
は
、
勤
務
時
間

外
労
働
時
間
は
、
10
時
間
未
満

が
増
加
し
11
〜
20
時
間
が
減
少

し
た
。
超
過
勤
務
の
上
限
設
定

や
客
観
的
勤
務
時
間
把
握
な
ど

の
働
き
方
改
革
が
導
入
さ
れ
た

も
の
の
、
超
勤
上
限
で
あ
る
46

時
間
以
上
は
２
・
９
％
（
▲
２
・

３
）
と
増
加
し
て
お
り
、
現
場

実
態
と
す
れ
ば
長
時
間
労
働
は

依
然
解
消
さ
れ
て
い
な
い
と
も

取
れ
る
。
ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
残

業
は
昨
年
よ
り
減
少
し
た
も
の

の
、
依
然
と
し
て
サ
ー
ビ
ス
残

業
を
強
い
ら
れ
る
職
場
も
存
在

す
る
こ
と
は
問
題
で
あ
る
。
サ

ー
ビ
ス
残
業
の
原
因
解
消
に
向

け
、
当
局
に
対
す
る
超
勤
予
算

の
確
保
と
適
切
な
配
分
要
望
、

そ
し
て
、
職
場
実
態
点
検
を
通

し
て
超
勤
全
額
支
給
と
す
る
改

善
要
望
が
必
要
で
あ
る
。

　

休
暇
取
得
は
、
こ
こ
数
年
連

続
し
て
９
日
以
下
が
４
割
を
占

め
る
。
年
次
取
得
の
一
層
の
取

り
組
み
（
年
休
５
日
使
用
の
た

め
の
年
休
取
得
促
進
に
向
け
た

計
画
表
作
成
な
ど
）
が
行
わ
れ

て
い
る
が
、
超
勤
や
年
休
の
取

得
実
態
を
踏
ま
え
、
人
員
増
を

含
め
た
職
場
環
境
改
善
を
求
め

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

組
合
員
が
関
心
を
持
っ
て
い

る
制
度
政
策
要
求
は
、
感
染
症

対
策
、
経
済
対
策
が
占
め
る
。

し
か
し
、
平
和
・
憲
法
問
題
、

原
発
問
題
な
ど
は
依
然
と
し
て

関
心
が
低
い
。
社
会
平
和
の
課

題
を
身
近
に
感
じ
る
取
り
組
み

を
丁
寧
に
行
う
必
要
が
あ
る
。

　

県
職
労
で
は
、
継
続
課
題
や

ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
踏
ま
え
春

闘
方
針
を
確
立
し
、
春
闘
交
渉

を
通
じ
て
、
課
題
解
決
に
向
け

取
り
組
み
を
進
め
て
い
く
。

　

組
合
員
１
，１
０
６
人
か
ら
回

答
を
い
た
だ
い
た
。
生
活
実
態

で
は
「
苦
し
く
な
っ
た
」
22
・

２
％
（
▲
４
・
１
）、「
非
常
に

苦
し
く
な
っ
た
」
３
・
２
％
（
▲

２
・
１
）
が
合
わ
せ
て
25
・
４

【
県
職
労
】

集
計
結
果

自
治
労
岩
手
県
本
部

２
０
２
１
春
闘
ア
ン
ケ
ー
ト

自治労岩手県本部2021春闘アンケート【県職労】集計結果自治労岩手県本部2021春闘アンケート【県職労】集計結果
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①生活の変化

Ｑ５  昨年と比較して、あなたの生活実態は
　「苦しくなった」22.2％（▲4.1）、「非常に苦しくなった」3.2％（▲
2.1）が合わせて 25.4％（▲6.29）。「変わらない」65.7%。コロナ禍に
おいて自宅での生活が多く出費が減った結果に。2021 春闘では生活
防衛の観点から全世代が実感できる賃金水準維持・改善は不可欠。

②春闘要求額

Ｑ６  あなたの2021賃金要求額は
　県職労全体の「中央値」は11,464円（前年比▲610円）との結果となった。
　県本部全体の春闘アンケート結果（12,036 円）を踏まえ、県職労とし
て 13,000 円以上の賃上げを要求。県当局・人事委員会は、職員の賃上げ
要求に対してしっかり報いる改善こそ行うべきだ。

③職場・労働実態（超勤・年休）

Ｑ11  あなたの平均時間外勤務は月何時間ぐらいですか
　「０～ 10 時間」が 58.5％（+6.6）、「11 ～ 20 時間」20.4%（▲13.5）、
「21 ～ 30 時間」10.4%（▲0.6）との結果に。超過勤務の上限設定や
客観的勤務時間把握などの働き方改革が導入されたものの、「46 時
間以上」2.9％（+2.3）と現場実態とすれば長時間労働は依然解消さ
れていないとも取れる。

Ｑ12  あなたはサービス残業をしていますか

Ｑ15  あなたが１月～12月に使用した年次有給休暇は何日ですか
　約 40％の職員が取得日数 9 日以下となる実態が続く。年休５日の
取得が原則化されたが、実際に一人ひとりが取得できる環境となっ
ているかの点検強化も重要となる。
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　サービス残業を「している」が 35.1％（▲8.9）となっており、
サービス残業の実態は減少に転じたものの、サービス残業を強い
られる職場が存在するのも問題。サービス残業の原因解消に向け
た職場実態点検と超勤全額支給のための取り組み強化が必要である。

④制度政策要求

Ｑ18  あなたが次の政策のうち何に関心がありますか（3つまで）
　組合員の関心は、「コロナ感染対策」571 人（17.9％）、「働き方
改革」524 人（16.4％）が上位に。一方、国際問題、平和・憲法問題、
原発問題などは依然として関心が低く、社会平和の課題を身近に
感じるための取り組みもしっかり行う必要がある。

● 2021年度 組織・職員体制の概要 ●
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